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年間の実施ス
ケジュール

実績値及び積
算根拠

①平成19年10月11日(木)に開催し、三役ほか計57名が出席した。
②平成19年10月31日(水)に沼津市にて開催し、三役ほか計23名が出席した。

２月 ３月

結果の内容

①三島信用金庫の稲田理事長を招き、庁内研修(トップマネジメント研修)を行った。
②駿東３市３町合同主催による幹部職員研修会に、管理職員を出席させた。

10月 11月 12月 １月６月 ７月 ８月 ９月

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 長島　聡

10月 11月

取　組　事　項

21年度

実施・継続

年１回以上

当初計画

所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分 18年度 19年度

1-1-01-① 職員の行政改革への意識の高揚

整理番号

20年度

目標数値等
年１回 年１回以上 年１回以上

取組計画
研修会の開催 実施・継続 実施・継続

７月 ８月 ９月 ３月12月 １月 ２月

トップマネジメントの強化
　行政を効果的、効率的に運営するため、引き続き三役、管理職員の研修を実施す
る。

結果

４月 ５月

当初計画の内容

①トップマネジメントに関する専門の講師を招き、庁内研修(トップマネジメント研
修)を行う。
②駿東３市３町合同主催による幹部職員研修会に、管理職員を出席させ、職員の意識
改革を図る。

４月 ５月 ６月

①
②

①

②
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意
　
見

・幹部職員の行政改革への意識の高揚については、目に見える形で現れていないの
で、評価しずらい。また、研修の方法は、講義型だけではなく、実践型も取り入
れ、より効果が期待できる方法を試すべきである。研修内容も、経済性を重視しす
ぎると、マンネリ化になる危険性がある。
・毎年テーマを絞って具体的な内容の研修を行っていく。
・研修を受講した成果が見えない。とりあえず参加すればいいという意識にならな
いよう工夫が必要である。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

トップマネジメント研修にあっては、講師の御好意により、経費を要することなく
開催することができた。

今後の課題等

行政改革推進委員会からの指示事項にもあるように、研修会終了後における職員個々
のスキルアップを図る取組を検討したい。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

公務員に欠ける民間の経営論や会社員としての業務意識を身近で強く感じることが
でき、管理職員の意識改革を図ることができた。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

トップマネジメント研修については、開催時期が予定より若干遅れたが、当初の計
画どおり研修を開催すること、また、駿東３市３町合同主催による研修会に管理職
員を出席させることができた。

成果に対する評価

1-1-01-① 職員の行政改革への意識の高揚 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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11月 12月 １月 ２月７月 ８月

結果の内容

４月 ５月 ６月

①事務決裁規程の運用
②事務決裁規程の見直し（権限委譲事務について追加）
静岡県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例が平成19年12月27日に公布
され、平成20年４月１日より清水町内における開発許可等の事務が県から清水町へ移
譲されることに伴い、移譲事務の決裁区分を定めるため、清水町事務決裁規程の一部
を改正した。

結果

当初計画の内容

①事務決裁規程の見直し

９月 10月 ３月

1-1-01-② 職員の行政改革への意識の高揚

20年度

８月 ９月

取組計画

10月を目標として事
務決裁規程の見直し
を行う（新たに係長
決裁を設ける）

事務決裁規程に基づ
き組織内分権を推進
する。

事務決裁規程に基づ
き組織内分権を推進
する。

目標数値等

21年度18年度 19年度

組織内分権の推進
　事務決裁規程の見直し等により、所属長の職務権限の委譲と実行責任の明確化を図
る。

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 岩崎朋芳

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課庶務係

実施概要

区　　分

・事務決裁規程に基
づき組織内分権を推
進する。
・事務決裁規程の見
直しを行う。

12月 １月 ２月

実績値及び積
算根拠

10月 11月 ３月

年間の実施ス
ケジュール

７月

４月 ５月 ６月

①

①

②
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意
　
見

・現在、運用中の事務決裁規程の問題点を洗い出し、更なる事務の迅速化を図る必
要がある。
・決裁規定を見直すことにより、事務の効率化がだいぶ図られる。
・専決事項について、毎年度、各課で見直しをしてしてもらう必要があると思われ
る。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

改正後の事務決裁規定について現在運用中であり、各部署における事務処理の円滑
化に結びついている。

今後の課題等

権限委譲により新たに発生する事務について、追加する必要がある。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中

大きく遅れている

理
由

現在運用中である事務決裁規程については、権限委譲により新たに発生した事務に
ついてを追加改正した。

成果に対する評価

1-1-01-② 職員の行政改革への意識の高揚 総務課庶務係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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実績値及び積
算根拠

①平成19年11月8日(木)に午前・午後と２回に分け開催し、三役ほか計120名が出席し
た。
②有志職員により、平成20年3月17日(月)に試行的なミーティングを実施した。

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月

20年度 21年度

目標数値等
①年１回 ①年１回以上

②試行
①年１回以上

取組計画

①研修会の開催
②オフサイトミー
ティング等の導入に
ついて調査・研究

①実施・継続（研修
会の開催）
②オフサイトミー
ティング等の導入、
実施

①実施・継続（研修
会の開催）
②オフサイトミー
ティング等の導入、
実施

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分 18年度

①実施・継続（研修
会の開催）
②オフサイトミー
ティング等の導入、
実施

①年１回以上

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 長島　聡

19年度

意欲ある職員の育成

　職員の自己啓発を促し、意識改革や資質向上を図るため、職員研修の充実や人事評
価制度を適正に運用するとともに、各種検討会においてオフサイトミーティング等を
導入し、意欲ある職員を育成する。

1-1-01-③ 職員の行政改革への意識の高揚

３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

当初計画の内容

①職員の意識改革や資質向上を図るため、研修会を開催する。
②オフサイトミーティング等の導入について、調査・研究し、試行する。

３月

結果の内容

①　行政改革推進室の主催により、関西学院大学大学院の石原教授を招き、全庁的な
職員研修を行った。
②　オフサイトミーティング等の導入について、調査・研究を行っている。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

①

②

②

①
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-1-01-③ 職員の行政改革への意識の高揚 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

①職員の意識改革・資質向上に当たっては、行政改革推進室と連携を図り、経営・
経済学に関する大学教授を招聘し、庁内研修を開催することができた。
②有志職員により、試行的なミーティングを実施したが、テーマやその進め方等を
定めなかったため、フリートークで終ってしまった。

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □ 小又はなし

理
由

①　研修会にあっては、民間との業務比較や経営コストの視点から、地方自治体の
あるべき行政経営の手法等を学び、職員の意識改革・資質向上が大いに図られ、大
変有意義な研修会であった。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

今後の課題等

②　平成19年６月議会定例会における一般質問の回答を踏まえ、オフサイトミーティ
ングの導入に当たっては目的を明確にし、当町にあって実施方法を検討していく。

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □

意
　
見

・関西学院大学大学院の教授による研修は、刺激的であり、緊張感のある研修で
あった。その後、気持ちを新たに仕事に取り組んでいる。今後も、講師を精査して
意識改革につながる研修を実施すべきである。
・庁舎内の調査・報告が多く時間がとれない。
・研修を実施しただけであって、その後の成果が何も無い。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低
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実績値及び積
算根拠

12月 １月 ２月 ３月

年間の実施ス
ケジュール 結果

当初計画の内容

①「人材育成基本方針」の策定に向け、調査・研究を行う。
②素案を作成し、必要に応じて修正を行う。
③「人材育成基本方針」を策定する。

４月 ５月 ６月 ７月

４月 ５月

結果の内容

①作成済近隣市町の人材育成基本方針を入手した。まだ策定していない市町があるた
め情報交換を行いつつ有効な方針の調査・研究を行っている。

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

1-1-02-① 職員の能力開発

20年度

８月 ９月

取組計画
方針の研究・策定 方針の研究・策定 実施・継続

目標数値等

21年度18年度 19年度

「人材育成基本方針」の策定

　現状の取組を総点検し、近隣の市町の事例を参考にするなど、地域の実情に即した
具体的な基本方針を策定する。

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 井山　公仁

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分

10月 11月 ３月

実施・継続

12月 １月 ２月
①

②
③

①
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意
　
見

・人材育成基本方針は、早期に着手すべき事業である。本来、職員の能力開発の各
種取組事業は、当該方針の基に推進するのが適当である。
・人材の育成は非常に大切なので早急に作成して欲しい。
・清水町としての人材育成に対する基本的な考え方は？

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 ■

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

今後の課題等

公務員制度改革に関する諸事項が具現化されていない現状において、引き続き人材育
成施策についての各種資料を収集し、近隣市町の状況を参考にしながら、早期に策定
する。また、研修基本計画も見直しを行い人材育成方針に加える。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

■ 小又はなし

理
由

人材育成基本方針は未策定だが、職員の研修基本計画は策定済みであり、現状はこ
れに基づき研修を実施している。

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

国家公務員制度改革基本法案の提出が４月であり、公務員制度改革が確定していな
いため、有効な方針の作成を目指して情報の収集を行っている。

成果に対する評価

1-1-02-① 職員の能力開発 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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１月

当初計画の内容

① 外部研修へ積極的に参加する。
　（全職員において３年に１回は主たる研修に参加するものとする。）
②　担当職員等が講師役となる庁内研修を開催する。

２月 ３月

６月 ７月

７月 ８月

延べ１００人 延べ１００人

結果

結果の内容

10月 11月 ３月

４月 ５月 ６月

1-1-02-② 職員の能力開発

20年度

８月 ９月

取組計画
研修会への参加庁内
研修の開催

実施・継続 実施・継続

目標数値等

21年度18年度 19年度

職員研修の充実
　自治研修所や町村会、東部広域都市づくり研究会等の階層別や専門研修、民間の開
催する研修等に積極的に参加させるとともに、その成果を自らが講師となり内部研修
を行う。

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 井山　公仁

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分

実施・継続

延べ１００人

12月 １月

延べ１００人

２月

実績値及び積
算根拠

①自治研修所15人、町村会7人、東部広域都市づくり研究会8人、日本経営協会１人、
市町村アカデミー1人、国際文化アカデミー1人
②必修研修　60人（職員49人、臨時職員11人）　選択研修　109人
　補講　　　８人

９月 10月 11月 12月

①外部研修へ積極的に参加している。
②担当職員が講師役となり庁内研修を実施した。
必修研修（対象：主事、主事補級職員　内容：文書事務、法制執務、服務・規律、財務、契約
事務）
選択研修（対象：主査、主任及び係長　内容：町の都市計画と道路管理、町の健康づくりと医
療費削減施策、町総合計画と財政状況、プレゼンテーション能力の向上、のうち１講座）
補講（内容：文書事務、法制執務、服務・規律、契約事務、財務規則）

年間の実施ス
ケジュール

４月 ５月

①

②② ②

①

　② ②
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-1-02-② 職員の能力開発 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

①　全職員が３年に1回の研修に参加できるように調整している。
②　当初予定から若干遅れたが、８月に職員が講師役となる庁内研修を実施した。
　　また、8月に参加できなかった職員を対象に補講を1月に実施した。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

庁内研修参加者より研修報告を提出させ、その報告内容を参考にその後の研修計画
を立てることができた。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

民間の研修において、市町村アカデミーや国際文化アカデミーの専門研修に参加さ
せることにより、市町村振興協会の研修費助成をうけることができた。

今後の課題等

外部研修に参加した職員を講師として庁内研修を実施する。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □

意
　
見

・外部研修を受講した者を講師として、職員に研修することにより研修成果が上が
るのではないか。より研修が生かされる方法を検討すべきである。
・まず庁舎内講師を活用することにより、講師の職員も受講する職員も勉強にな
る。
・職員が講師となる庁内研修については、講師になる職員の意識改革や資質の向上
につながるが、受講した職員が、ただ参加しただけにならないように工夫が必要で
ある。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低
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12月 １月 ２月 ３月８月 ９月 10月 11月４月 ５月 ６月 ７月

11月 ３月

実施、継続

３人以上

12月 １月 ２月

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 長島　聡

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分

1-1-02-③ 職員の能力開発

20年度 21年度18年度 19年度

人事交流の実施

　職員に幅広い視野を持たせるため、県や他市町との相互交流を行う。

取組計画
人事交流 実施、継続 実施、継続

目標数値等
県１人、沼津市２
人、三島市１人

３人以上 ３人以上

10月６月 ７月 ８月 ９月

実績値及び積
算根拠

結果

結果の内容

①県(沼津土木事務所）、沼津市(地域づくり推進課)及び三島市(環境企画課)へ各 1人
を派遣し、沼津市、三島市については相互交流として市職員を受け入れた。

年間の実施ス
ケジュール

当初計画の内容

①県及び沼津市、三島市と人事交流を図る。
②次年度の人事交流について、調整を図る。

４月 ５月
①

②

①
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意
　
見

・人事交流は、一定の成果を上げている。ただし、派遣先は、体制によって、事務
に支障をきたすことがあるので、異動職員を配慮する必要がある。
・他の自治体へ派遣されても、戻ったときに他の仕事に就くようでは、ノウハウが
活かせない。
・市町間の人事交流という点では、一定の成果を残しているが、その成果が現れて
いない。
職員の意識を変えるには、民間との交流の方が成果が上がるのではないかと思われ
る。
・民間への派遣を実施する必要がある。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

今後の課題等

職員の減員が進む中、交流に出す職員を確保することは厳しい状況であるが、資質の
向上を図ることが将来的には有効であるため、制度を維持する必要がある。

理
由

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） □ 中 □ 小又はなし

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

計画どおりの人事交流が実施できた。

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-1-02-③ 職員の能力開発 総務課人事係
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12月 １月 ２月 ３月８月 ９月 10月 11月４月 ５月 ６月 ７月

11月 ３月

ＰＲ(推進)研究発表
→ 提案の採択・反映

１件以上

12月 １月 ２月

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 井山　公仁

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分

1-1-02-④ 職員の能力開発

20年度 21年度18年度 19年度

職員の共同研究活動の推進

　テーマ立てによる職員の自主研究、グループ研究活動等の研究活動奨励制度の活用
を促す。

取組計画
ＰＲ(推進) ＰＲ(推進)研究発表

→ 提案の採択・反映
ＰＲ(推進)研究発表
→ 提案の採択・反映

目標数値等
１件 １件以上 １件以上

10月６月 ７月 ８月 ９月

実績値及び積
算根拠

結果

結果の内容

①奨励制度をイントラネットの掲示板に掲載しＰＲを行った。
②グループ研究活動が実施された。

年間の実施ス
ケジュール

当初計画の内容

①職員の自主的な共同研究活動を推進するため、奨励制度のＰＲを図る。

４月 ５月
①

①

②
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意
　
見

・クループ研究活動は、研究結果を公表したのか。どのような活動をし、どのよう
な結果に結びついたのか分からない。まずは、実績を残すことが肝要である。
・職員の意識が変わらなければ応募は増えない。
実施した内容について公表する必要がある。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

今後の課題等

・職員が応募しやすい制度となるように見直しを図る必要がある。
・提案を採択された職員に対して、人事評価において加味するかどうかを検討する。

理
由

自主研究グループ活動助成事業について、問い合わせは数件あったのでＰＲに一定
の効果があったと思われる。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □ 小又はなし

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

職員からの応募が１件あり、実施することができた。

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-1-02-④ 職員の能力開発 総務課人事係
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10月 11月 ３月

実施・継続(見直しを
含む。）

12月 １月 ２月

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 長島　聡

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分 21年度18年度 19年度

人事評価システムの構築、確立
　給与構造改革により、勤務実績を反映した昇給昇格制度が行われるため、国や県、
近隣市町の事例等を参考にしつつ、町の実情に即した人事評価システムを導入し、確
立を図る。

1-1-03-① 意欲の出る人事評価システムの構築

20年度

８月 ９月

取組計画

研究→検討→導入(施
行）→評価(実施)→
確立

実施・継続(見直しを
含む。）

実施・継続(見直しを
含む。）

目標数値等

結果の内容

①本年度の勤勉手当について、人事評価の結果を反映することは、対組合の関係から
適用できなかった。
②人事評価を１月に実施した。

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

年間の実施ス
ケジュール

結果

当初計画の内容

①昨年度の人事評価に基づき、勤勉手当を支給する。
②人事評価を実施する。

４月 ５月 ６月 ７月

４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月

実績値及び積
算根拠

②

① ①
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-1-03-① 意欲の出る人事評価システムの構築 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

当町の人事評価は、他の市町に比べ厳しく行っており、昇給においても実施した
が、勤勉手当に反映することは対組合上、時間を要する。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

今後の課題等

組合と交渉を継続し、勤勉手当への適用を図っていく。

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □

意
　
見

・現システムは、評価者と職員の人間関係により左右される恐れがある。評価者の
主観が排除された公正な評価制度の構築が急がれる。また、評価により、やる気を
なくした職員をケアする方策も検討する必要がある。
・評価の仕方を検討する必要がある。
・実施結果の検証・見直しをする必要がある。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低
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１月

当初計画の内容

①昇任試験を実施する。　（実施要綱による試験の実施期間：毎年度10月から２月の
間）

２月 ３月

６月 ７月

７月 ８月

受験者数25人 受験者数25人

結果

結果の内容

10月 11月 ３月

４月 ５月 ６月

1-1-03-② 意欲の出る人事評価システムの構築

20年度

８月 ９月

取組計画
昇任試験の実施・継
続

昇任試験の実施・継
続

昇任試験の実施・継
続

目標数値等

21年度18年度 19年度

昇任試験制度の施行、実施
　年功序列の弊害を払拭するために、平成17年度に導入した昇任試験制度を継続し、
課長・参事の「課長級」と課長補佐・主幹の「課長補佐級」の２種類の昇任試験を実
施する。

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 長島　聡

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分

昇任試験の実施・継
続

受験者数25人

12月 １月

受験者数25人

２月

実績値及び積
算根拠

平成17年度受験者17人、合格者４人、平成18年度受験者32人、合格者８人、平成19年
度受験者37人、合格者17人

９月 10月 11月 12月

10月24日筆記試験、同30日面接試験。本年は専門職に対し、筆記試験重視から日頃の
評価点を重視し、かつ、筆記試験についても専門試験の出題数の割合を増やすなど、
受験者の実情に配慮した。その結果、受験者及び合格者についても対前年度を上回っ
た。

年間の実施ス
ケジュール

４月 ５月
①

①
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-1-03-② 意欲の出る人事評価システムの構築 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

10月に実施、本年度事業終了

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

３年目を迎え、制度が定着したこともあり、受験に対し、職員に積極性が見られる。特に
専門職にあっては、実力がある者が、この制度を利用し従来の年功序列にとらわれず、早
目に昇任できるため、組織のリーダーとして自覚が生じている。また、職員間に良い意味
で緊張感が生まれ、受験者は合否にかかわらず勉強の結果、資質が向上している。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

特にコストとして、表示できるわけではないが、自らの目的を持ち勉強するため、
研修に派遣するより、本人の能力はアップしてると考える。

今後の課題等

毎年度実施し、人事異動に反映させることにより、制度の定着と職員の資質向上が図
られる。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □

意
　
見

・3年目を迎え、一定の成果を上げているが、試験制度に否定的な者にあっては、
仕事へのモチベーションをいかに保つか課題である。他にも、人間関係への影響な
どマイナス面も検証する必要がある。
・試験を受けるために勉強するので、職員の資質の向上にもつながる。
・試験制度については良い事であるが、試験内容、試験方法については検討が必要
である。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低
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実績値及び積
算根拠

結果

結果の内容

①先進事例の調査・研究（情報収集）を行った。
②先進事例を参考に指針を策定した。

年間の実施ス
ケジュール

当初計画の内容

①先進事例の調査・研究（情報収集）
②「協働まちづくり指針」の策定
③関係課への周知、協働推進事業の選定

４月 ５月 10月６月 ７月 ８月 ９月

目標数値等

取組計画

・先進市町の調査研
究

・先進市町の調査研究
・「協働のまちづくり
指針」の策定
・関係課への周知
・協働推進事業の選定

・「協働のまちづく
り指針」の実施
・関係課実施計画策
定
・取組状況の把握

1-2-04-① 参画しやすい体制づくりと参画意識の高揚

20年度 21年度18年度 19年度

「協働のまちづくり指針」の策定

　町民と行政等が、共に考え、協力し、助け合い、行動しながら｢まちづくりを進める
指針｣を策定し、その実現に向けた施策や事業を実施していく。

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 二藤　新

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

企画財政課企画調整係

実施概要

区　　分

11月 ３月

・「協働のまちづく
り指針」の実施
・関係課実施計画策
定
・取組状況の把握

12月 １月 ２月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

①

③②

①

②
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-2-04-① 参画しやすい体制づくりと参画意識の高揚 企画財政課企画調整係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

H20.３月に「協働のまちづくり指針」完成。

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □ 小又はなし

理
由

指針を策定したが、関係課への周知、実施ついての検討が必要。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

今後の課題等

実施に向け、関係課との調整、実施計画を策定し、年度中の実施に向け調整する。

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □

意
　
見

・指針の策定は、全庁的にかかわるものであり、策定段階で全庁的に意見を集約す
る必要がある。
・指針が策定されたので、実施に向けて努力を。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低
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実績値及び積
算根拠

12月 １月 ２月 ３月

年間の実施ス
ケジュール 結果

当初計画の内容

①要綱作成
②実施
③資料・情報収集、事例研究

４月 ５月 ６月 ７月

４月 ５月

１件以上

結果の内容

先進市の事例を収集した。実施に当たっての町ホームページを活用する場合の方法を
研究した｡
①要綱の素案を作成した。
②資料・情報収集、事例研究を行った。

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

1-2-04-② 参画しやすい体制づくりと参画意識の高揚

20年度

８月 ９月

取組計画
・要綱制定の準備 ・要綱の制定

・必要に応じて実施
・必要に応じて実施

目標数値等

21年度18年度 19年度

パブリックコメント制度の導入

　町の政策形成過程における公平性の確保と透明性の向上を図り、町民の町政への積
極的な参画を促進するとともに、開かれた町政を実現するため、インターネット等に
よる意見聴取等を行うなど、制度の導入を図る。

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 岩崎朋芳

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課庶務係

実施概要

区　　分

10月 11月 ３月

・必要に応じて実施

１件以上

12月 １月

１件以上

２月
③

①

②

①

②

21



意
　
見

・パブリック・コメント制度を導入するには、住民のまちづくりへの関心度が重要
である。制度を導入しても利用されないのでは、意味がない。住民のまちづくりへ
の参画意識の現状を把握しながら、地域の実情に合った制度を研究していくべきで
ある。
・早めの実施を。
・早急に実施すべきである。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 ■

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

今後の課題等

早急に関係例規の整備を行い、実施をする必要がある。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

パブリックコメントに関する例規の整備が完成しなかった。

成果に対する評価

1-2-04-② 参画しやすい体制づくりと参画意識の高揚 総務課庶務係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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実績値及び積
算根拠

公募制導入件数　２件（行政改革検討委員会、認定こども園検討委員会）

結果

結果の内容

①③⑤新たに公募制の導入を取り入れた委員会は、２件（行政改革検討委員会、認定
こども園検討委員会）であった。
②改選予定団体調査は実施しなかったが、組織に関する例規を審査する際、委員の公
募制を盛り込むことの可否について、個々に検討を依頼した。
④例規見直しを検討した。

年間の実施ス
ケジュール

当初計画の内容

①公募実施（清水町ごみ減量等委員会）
②今後改選予定団体調査
③公募依頼
④例規見直し(検討）
⑤実施

４月 ５月 10月６月 ７月 ８月 ９月

目標数値等
5% 10% 15%

取組計画

各種委員会等につい
て、公募制度を導入
する。

各種委員会等につい
て、公募制度を導入
する。

各種委員会等につい
て、公募制度を導入
する。

1-2-04-③ 参画しやすい体制づくりと参画意識の高揚

20年度 21年度18年度 19年度

各種委員の公募制度の導入

審議会等の現在の委員構成について調査し、委員の公募制導入が可能か検討を行い、
公募制度の導入を進めていく。

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 大嶽知之

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課庶務係

実施概要

区　　分

11月 ３月

各種委員会等につい
て、公募制度を導入
する。

20%

12月 １月 ２月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

①
②

③④

⑤

④

③ ⑤①
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-2-04-③ 参画しやすい体制づくりと参画意識の高揚 総務課庶務係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

委員改選に当たって公募制導入の検討を依頼したが、公募制の導入に至るケースは
少なかった。

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） □ 中 ■ 小又はなし

理
由

公募を行った結果予定数を上回る応募があり、住民の関心が高いことが伺える。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

今後の課題等

新たな委員会を組織する場合はもとより、既存の委員の改選を行う際に、委員公募制
導入の指導を積極的に行う必要がある。

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □

意
　
見

・公募人数、構成割合、年齢、性別、宗教色など一定の基準を明確にして、既設の
委員会の公募制を推進しではどうか。
・役所の人間ではない人の経験と知識が活かせるので積極的に活用すべき。
・昨年行った公募の内容や実施状況が見えていなかったため、今後は職員に対して
もっと積極的に情報提供すべきである。情報を提供することによって、今後、新た
な委員会を組織する場合や既存の委員の改選時に公募制度の導入についての意識が
生まれる。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低
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10月 11月 ３月

①ﾈｯﾄﾜｰｸ化の推進
②交流会の実施

①30団体
②１回（40団体）

12月 １月

①20団体
②１回（30団体）

２月

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 秋山治美

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

地域振興課まちづくり係

実施概要

区　　分 21年度18年度 19年度

協働による施策・事業の展開

　各種団体のネットワーク化、情報の共有化を図り、町民発意による事業が実施、展
開できるよう各種団体への支援等を行う。

1-2-05-① 地域活性化の推進

20年度

８月 ９月

取組計画
調査研究 ①ﾈｯﾄﾜｰｸ化の推進

②交流会の実施
①ﾈｯﾄﾜｰｸ化の推進
②交流会の実施

目標数値等
①10団体
②1回（20団体）

結果の内容

①現状、町内の各種団体でホームページを開設している団体相互の情報交換ができる
ようなシステムの必要性を再考したが、ホームページの更新がなされていない団体や
ホームページを閉じてしまった団体など、時代的にネット上での情報交換の必要性を
感じないため、当初計画を取り止める事とする。

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

年間の実施ス
ケジュール 結果

当初計画の内容

①町内の各種団体でホームページを開設している団体の調査をする。団体活動状況を
精査しながら、行政を介せず、団体相互に情報交換ができるようなシステム構築を考
える。既存の団体代表者が集まる組織にはしない予定。
②ＩＴ教室の講師らを交えて、町のネットワーク化をテーマに交流会を実施。

４月 ５月 ６月 ７月

４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月

実績値及び積
算根拠

整理番号 取 組 事 項 所 管 課（係）

①

②
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整理番号 取 組 事 項 所　管　課（係）

1-2-05-① 地域活性化の推進 地域振興課まちづくり係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

理
由

最近の流れは、ホームページ開設より、簡単に導入できるブログやコミュニティへ
と移っている。
各種団体のホームページが徐々に閉鎖している状況である。

成果に対する評価

■ 小又はなし

理
由

IT利用の多様化により、流れが変わってきているためネットワーク化が難しい(今
H.Pはあまり流行っていないのかも)状況にある。

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

ネット上でのネットワークの構築の必要性を感じない。

今後の課題等

インターネットを利用する人たちの意識が「団体」から「個」へと移っていることに
より、当初の目的である団体単位のネットワークの必要性があまり感じない。このこ
とから、ホームページからのネットワークづくりは無意味な状況にある。今後新たな
ネットワーク作りを模索したい。

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） □ 中 ■

意
　
見

・この取り組みが頓挫した感が否めない。取り組み自体を見直す必要があるのでは
ないか？
・地域の活性化の推進を大きな目標に掲げた場合、Ｈ．Ｐというツールは時代にそ
ぐわないまでも、交流会が実施できたことは評価につながるといえる。ITが主流の
時代だからこそ、団体の悩みや思いを生の声として情報交換できる交流の場は引き
続き必要と考える。
・情報化時代の中で、ネットワーク化は重要な事項ではあるが、そのためにはリー
ダーの育成が必要と思われる。リーダーの役割を役場の職員が行うのか民間が行う
のか方向性を決めることが必要。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低
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③

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

20年度 21年度

目標数値等
登録者数　160人
　　　　(144人）

登録者数　170人

活用数　　　50件

登録者数　200人

活用数　　　60件

取組計画

新規生涯学習指導者
の発掘・育成によ
り、新規登録者を確
保する。

新規生涯学習指導者
の発掘・育成によ
り、新規登録者を確
保する。

新規生涯学習指導者
の発掘・育成によ
り、新規登録者を確
保する。

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

社会教育課生涯学習係

実施概要

区　　分 18年度

新規生涯学習指導者
の発掘・育成によ
り、新規登録者を確
保する。

登録者数　230人

活用数　　　70件

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 芹沢　敦司

19年度

インストラクター登録制度の促進、出前講座の実施

　今後、新規登録者の促進や利用者への広報を積極的に行い、学社融合の推進及び地
域の教育力、生涯学習指導者の発掘を進める。

1-2-05-② 地域活性化の推進

９月 10月

当初計画の内容

①　新規登録者の募集（４月ｴﾄｾﾄﾗ、10月広報、公民館ＨＰ）
②　生涯学習講座・教室開催
③　インストラクターの活用

３月４月 ５月 ６月 ７月

結果の内容

①　新規登録者の募集（４月ｴﾄｾﾄﾗ、公民館ＨＰ）
②　生涯学習講座・教室開催
③　インストラクターの活用(イントラに掲示）

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月

実績値及び積
算根拠

①　新規登録者　16人　　合計　160人
②　生涯学習講座・教室開催（24講座･教室、３家庭教育学級）
③　インストラクターの活用　43人（講座･教室の講師として活用）

整理番号 取 組 事 項 所 管 課（係）

① ②

①

②

③

27



整理番号 取 組 事 項 所　管　課（係）

1-2-05-② 地域活性化の推進 社会教育課生涯学習係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

　目標値を登録者、活用数ともに若干下回っている。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

　社会教育事業以外での活用があまりされていない。

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

今後の課題等

　地域及び各団体等の幅広いニーズに対応するため、近隣市町との連携を検討する。

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □

意
　
見

・社会教育課以外での活用があまりないとのことなので、解消方法を模索していた
だきたい。
・町の貴重な指導人材を活用して事業展開を考えている本事業は評価できる。イン
ストラクターの活用が思うように活性化しない問題について分析する必要がある
（PR方法等）。インストラクター側が考える事業企画等を聞き取りが行なえる機会
をつくる事で新たな展開が見えてくるのではないだろうか？
・新規登録者を発掘するためのシステムや広報が重要となる。又、登録者が活動で
きる場の提供が必要不可欠である。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低
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10月 11月 ３月

全事務事業評価の実
施
施策・基本事業評価
の検討

全事務事業に評価実
施（125事業以上）

12月 １月

全事務事業に評価実
施（125事業以上）

２月

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 木村直人

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

企画財政課企画調整係

実施概要

区　　分 21年度18年度 19年度

行政評価システムの構築、実施

　効果的かつ効率的な行政運営を行うため、行政評価の導入目的を明確にし、成果指
標等を用いて必要性、有効性及び効率性等を評価するシステムを構築する。
　また、第三者機関の設置（外部評価の実施）について、検討する。

2-1-06-① 行政評価システムの構築と活用

20年度

８月 ９月

取組計画

試行 一人一事務事業評価
の試行
施策・基本事業評価
の検討

全事務事業評価の実
施
施策・基本事業評価
の検討

目標数値等

各係１事業以上の評
価実施（42事業）

一人一事務事業に評
価試行（125事業以
上）

結果の内容

①事務事業評価の説明会：一般職員対象に5/30、5/31、管理職対象に6/19に行った。
②事務事業評価シートの作成（一人一事業）し、６月末までに提出させた。
④事務事業評価シートの点検会（課内ヒアリング）を7/6～8/1に全課を対象に実施し
た。評価シートを修正については８月中に実施した。
③行政評価の研修（幹部職員、一般職員）：11月に行政改革研修会において関西学院
大学の石原教授を招いて実施した。

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

年間の実施ス
ケジュール 結果

当初計画の内容

①事務事業評価の説明会
②事務事業評価シートの作成（一人一事業）
③行政評価の研修（幹部職員、一般職員）
④事務事業シートの点検・ヒアリング・シート修正

４月 ５月 ６月 ７月

４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月

実績値及び積
算根拠

一般職員説明会４回、管理職員説明会２回
点検会17日間、125事業
行政評価研修会の参加者：職員約120人

①
②

③

④

①
②
④ ③
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-1-06-① 行政評価システムの構築と活用 企画財政課企画調整係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

説明会、評価シートの作成、点検会については計画以上に進んだ。
行政評価に関する研修については、11月に実施した。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

全事業を評価対象とし、全職員が意識の違いがあるにせよ関与したことで、
スムーズな本格導入が期待できる。

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

本格導入前なので、効果はまだ見えないが、本格導入することにより、効率性
経済性に改善できる。

今後の課題等

内部による２次評価の試行については、11月に評価委員会を設置したので、今後評価
シートから抽出で２次評価の試行を行い、来年度の本格導入に備える。
本格導入にあたり職員研修を充実させ、行政評価の理解を深めさせる必要がある。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □

意
　
見

・数値目標がわかりにくいが、19年度の柱である一人一事務事業評価を試行したの
で、成果に対する評価を「大」とした。
・本格実施に当たり、事務事業評価になじまない事業を除くことが必要と考える
が、その作業は行われているのか（行うのか）？
・システム構築のための実施計画は段階的に実施できている。将来的な行政運営に
とって重要であるが、終始行政評価のみに追われないように評価方法を今後も精査
していく必要性がある。現段階では、試行的な実施段階なので効率性や経済性の効
果は低いと評価。
・行政評価システムの構築は順調に進んでいるように思われる。その結果を即反映
できるシステムの構築が必要。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低

30



実績値及び積
算根拠

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月

20年度 21年度

目標数値等
②1回
③1回

研修参加１回
先進地視察１回

研修参加１回
先進地視察１回

取組計画

①新公共理念につい
ての調査研究
②先進地視察
③講座等への出席

①事務事業評価と連
動し研究
②研修参加
③先進地視察

①事務事業評価と連
動し研究
②研修参加
③先進地視察

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

企画財政課行政改革推進係

実施概要

区　　分 18年度

①事務事業評価と連
動し研究
②研修参加
③先進地視察

研修参加１回
先進地視察１回

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 木村直人

19年度

新公共経営（ＮＰＭ）理念に基づく「戦略展開」の導入

　民間企業における経営理念、手法等を公共部門に適用し、そのマネージメント能力
を高めることにより、行政の効率化、活性化を図る。

2-1-06-② 行政評価システムの構築と活用

３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

当初計画の内容

①事務事業評価と連動し研究
②研修会へ参加する
③先進地への視察を行う

３月

結果の内容

①事務事業評価と連動し研究
②「行政評価導入について」の研修会参加
③行財政改革事例発表会へ参加

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

整理番号 取 組 事 項 所 管 課（係）

①
②

③

①

② ③
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整理番号 取 組 事 項 所　管　課（係）

2-1-06-② 行政評価システムの構築と活用 企画財政課行政改革推進係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

事務事業評価が一部実施されていることにより、計画どおり進捗しているといえ
る。

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □ 小又はなし

理
由

事務事業評価と連動し進行するため、数値的な実績はないが、準備は整っている。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

事務事業評価の本格導入により、平成20年度からは効果が出る。

今後の課題等

先進地の視察を行う。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □

意
　
見

・抽象的でわかりにくく、評価が難しい取り組みだと思う。
・事務事業評価と連動して何が進むのかがわからない。
・事務事業評価が導入され、効率化が図られれば、それで目標達成なのか、その他
にできる取り組みがあるのか？
・民間企業や先進市町の事例をどのように清水町独自のシステムに変換し、創り上
げていくかが今後の課題。
・新公共経営理念という考え方が浸透していない。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低
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８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

20年度 21年度

目標数値等

取組計画

・実施計画、予算査
定、行革推進本部に
おける検討、実施

・実施計画、予算査
定、行革推進本部に
おける検討、実施・
行政評価の反映

・実施計画、予算査
定、行革推進本部に
おける検討、実施・
行政評価の反映

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

企画財政課企画調整係

実施概要

区　　分 18年度

・実施計画、予算査
定、行革推進本部に
おける検討、実施・
行政評価の反映

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 二藤　新

19年度

事務事業の再編・整理、廃止・統合

　事務の見直しを行うにあたり、歳出削減の観点による従来の手法に加え、今後は、
成果重視の効果的かつ効率的な行政運営を目指す。
　行政評価による体制を整え、更なる事務事業の改善と再開・整理等推進する。

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合

９月 10月

当初計画の内容

①実施計画の各課作成、ヒアリング
②実施計画の検討、内示
③予算査定
④事務事業評価システムの試行

３月４月 ５月 ６月 ７月

結果の内容

①実施計画の作成を8/3まで、その後ヒアリングを8/20～29に実施した。
②実施計画ヒアリング後、事業内容を精査して10月末に実施計画の内示を行った。
③予算査定の実施(11/27～12/18)
④事務事業評価の試行は、説明会、評価シートの作成、点検会研修会を行った。ま
た、次年度実施に向け、説明会の実施、Ｈ19年度事務事業評価シートの1ページ目の作
成を行 た

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月

実績値及び積
算根拠

整理番号 取 組 事 項 所 管 課（係）

①
②

③

①

②
③

④

④
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整理番号 取 組 事 項 所　管　課（係）

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合 企画財政課企画調整係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

計画どおり進んでいる。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

特に効果はないが、計画どおり実施した。

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

今後の課題等

平成20年度より事務事業評価システムを本格導入することで事務事業の更なる改善を
進める。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □

意
　
見

・実施計画・予算編成に、20年度から本格実施する事務事業評価をどのようにリン
クさせていくか、どのように関連付けていくかが今後実施すべきことと考える。
・行政評価システムの構築を進めながら引き続き精査していく必要がある。
・事業計画を行っても予算査定時に反映されないことが多い。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低
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12月 １月 ２月 ３月８月 ９月 10月 11月４月 ５月 ６月 ７月

結果の内容

①計画どおり進んでいる。

年間の実施ス
ケジュール

実績値及び積
算根拠

結果

当初計画の内容

①規則改正を行い実施中

４月 ５月 10月６月 ７月 ８月 ９月

目標数値等
△1,000千円 △1,000千円 △1,000千円

取組計画
H17実施済 継続 継続

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合

20年度 21年度18年度 19年度

事務事業の再編・整理、廃止・統合（職員被服等貸与の廃止）

　職員の被服等の貸与については、経費削減のため、平成15年度から試行により、事
務服等の一部の貸与を中止してきたが、清水町職員被服等貸与規則の一部を改正し、
事務服等の貸与にあっては、平成18年度より廃止する。

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 大嶽知之

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課庶務係

実施概要

区　　分

11月 ３月

継続

△1,000千円

12月 １月 ２月
①

①
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意
　
見

・　今後も継続して実施していただきたい。
・被服等貸与の廃止は定着してきたと思われる。経済的効果も評価できる。本計画
はいつまで計画として位置づけ評価を続けていくのか。
・すでに実行されており完了。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■

理
由

制服に掛かる新たな予算は発生していない。

今後の課題等

制服廃止に伴い、服装の乱れが生じる恐れがあり、職員に対し適正な服装の周知徹底
の啓発をする必要がある。

理
由

制服廃止が周知徹底されている。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □ 小又はなし

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

制服に掛かる新たな予算は発生していない。

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合 総務課庶務係
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10月 11月 ３月

継続

12月 １月 ２月

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 長島　聡

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分 21年度18年度 19年度

事務事業の再編・整理、廃止・統合（組織の統廃合（体育施設維持管理事
業））
　教育委員会の機構改革を行い、体育振興課を廃止し、社会教育課に統合するととも
に、課内室として体育振興室を設置した。

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合

20年度

８月 ９月

取組計画
継続 継続 継続

目標数値等

結果の内容

①平成17年４月１日付けの機構改革において、教育委員会体育振興課を廃止し、社会
教育課に統合するとともに、課内室として体育振興室を設置した。
　また、平成18年11月１日付けで更なる全庁的な機構改革を実施した。

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

年間の実施ス
ケジュール 結果

当初計画の内容

①平成17年４月１日付けの機構改革において、教育委員会体育振興課を廃止し、社会
教育課に統合するとともに、課内室として体育振興室を設置した。

４月 ５月 ６月 ７月

４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月

実績値及び積
算根拠

①

①
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

体育施設の維持管理事業に係る組織の統廃合については、既に平成17年4月１日付
けの機構改革において、効果的かつ効率的な行政運営が図られている。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

体育施設への指定管理者制度の導入や管理・運営業務の民間委託により、簡素で効
率的な組織への見直しを図ることができた。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

町体育施設のうち、温水プールをはじめ、野球場、外原テニスコート及び運動公園
については、平成18年度から指定管理者制度を導入し、維持管理経費の削減を図る
ことができた。

今後の課題等

時代の変化に対応できるよう、事務事業評価等を踏まえ、今後も組織全般について検
証していく必要がある。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □

意
　
見

・特になし
・効率性・経済性の面でも一定の成果があったといえる。
・機構改革による人員の適正配置がなされていないように思える。改革後、常に結
果の検証や検討が必要。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低
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８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

20年度 21年度

目標数値等

生活環境清掃員、幼
稚園・学校用務員の
削減(委託）

一般事務員の削減(対
前年比減)

一般事務員の削減(対
前年比減)

取組計画
補助業務の精査（勤
務時間の縮減）

実施・継続 実施・継続

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分 18年度

実施・継続

一般事務員の削減(対
前年比減)

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 長島　聡

19年度

事務事業の再編・整理、廃止・統合（臨時職員の一括人事管理の実施及び
勤務時間の縮小（見直し））

　一般事務の補助にあたる一部の臨時職員について、総務課一括管理とし、活用を図
るとともに、幼稚園教諭等について、補助業務を精査し、勤務時間の縮小を図る。

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合

９月 10月

当初計画の内容

①平成18年度における一般事務臨時職員の総務課一括管理に加え、平成19年度からは
学校事務及び図書館事務の臨時職員についても、総務課一括管理を行うこととした。
②次年度の臨時職員雇用について、各課とヒアリングを行い、更なる臨時職員の削減
に努める。

３月４月 ５月 ６月 ７月

結果の内容

①平成19年度からは、新たに学校事務及び図書館事務の臨時職員についても、総務課
にて一括管理を行うこととした。
②平成20年度の臨時職員雇用について、必要に応じ、各課とのヒアリングを実施し
た。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月

実績値及び積
算根拠

①

②

①

②
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

①　平成19年度からは、新たに学校事務及び図書館事務の臨時職員についても、総
務課にて一括管理を行っている。
②　平成20年度の臨時職員雇用について、必要に応じ、各課とのヒアリングを実施
した。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

①　当初の計画どおり、新たに平成19年度から学校事務及び図書館事務の臨時職員
についても総務課で一括管理を行った。
②  幼稚園教諭等の勤務時間の縮小については一定の見直しを終えたと考えるが、臨時職員の総数
については正職員の不補充や新規事業などにより、削減を図ることができなかった。

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

①　新たに平成19年度から学校事務及び図書館事務の臨時職員についても総務課で
一括管理を行ったことにより、臨時職員に係る人事管理事務の効率化が図れた。
②　正職員の欠員分を臨時職員で補うこととし、賃金経費は増加となるものの、相
対的に人件費の抑制を図った。

今後の課題等

事務事業評価を踏まえ、各事務事業における職員(臨時職員を含む。)の適正な人員配
置を行う。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □

意
　
見

・「人事一括管理」とは、時期により業務が集中する部署へ、臨時職員を機動的に
配置するということも含まれていると考えるが、所管課方針は違うと理解してよい
か？　それでは「一括管理」と呼べるのか？
　町全体の業務量を考えると、臨時職員の削減は可能であると考える。削減を強力
に推し進めていただきたい。
・人件費の削減は大変重要な課題であるが、新規事業等に係る事務量増大のある課
もある。住民サービス低下を防ぐため、引き続き適正な職員（臨時職員を含む）配
置を考慮していく必要性がある。各課とのヒヤリングは重要である。
・効率性、経済性に関しては効果は高いが、人員の配置が適正にされていないため
職員に負担が出ている課もある。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低
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実績値及び積
算根拠

2-1-08-⑤のとおり

結果の内容

①夏季冷房については、「庁舎冷暖房設備の運転について」の基準に基づき７／１か
ら運転を開始し９／31をもって停止した。
②冬季暖房については、12／１から運転を開始し３／31をもって停止した。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月 ９月 10月

当初計画の内容

①エアコン運転条件　夏季28℃超又は、湿度70％超（効率的な稼動とクールビズの徹
底）
②エアコン運転条件　冬季19℃未満（効率的な稼動とウォームビズの徹底）
平成19年2月に示した「庁舎冷暖房設備の運転について」の基準に基づき運転する。

※2-1-08-⑤と関連

３月４月 ５月 ６月 ７月

エアコン運転基準の遵
守
夏28℃超又は湿度
70％超、冬19℃未満

継続

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 吉田　剛

19年度

事務事業の再編・整理、廃止・統合（光熱水費の縮減（施設維持費の見直
し））
　公の施設におけるエアコンの設定温度を夏季28℃、冬季20℃に徹底した。

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課管財係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等
実施
平成19年2月
運転基準策定済

継続 継続

取組計画

エアコン運転基準の
設定
夏28℃超又は湿度
70％超、冬19℃未満

エアコン運転基準の遵
守
夏28℃超又は湿度
70％超、冬19℃未満

エアコン運転基準の遵
守
夏28℃超又は湿度
70％超、冬19℃未満

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月
①

②

①

②
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意
　
見

・別館のエアコンは単独運転が可能であり、徹底されているのか疑問である。
　取り組みはエアコンだけとなっているが、光熱水費の縮減という考え方のもと、
電気・水道関係はどうなっているのか（別館や１階など、時間外に人がいないにも
かかわらず、消灯されていないことが多い）
・引き続き実施していく必要あり。料金値上げ等で思うような経済的な削減成果は
出ない場合もあるが、実施しなかった場合と比較した場合、経済効果はあるのでは
ないか。
・夏期の冷房については、温度が上がる前の朝から入れたほうが効率的と思われ
る。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

電気料については、料金単価の値上げにより削減には繋がらなかった。

今後の課題等

「庁舎冷暖房設備の運転について」を遵守し、エアコンの運転を行う。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

当初の計画どおり運転した。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

当初の計画どおり運転した。

成果に対する評価

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合 総務課管財係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

20年度 21年度

目標数値等
②１回 ②１回 ②１回

取組計画

①実施
②検討部会の開催

①実施
②検討部会の開催

①実施
②検討部会の開催

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

企画財政課行政改革推進係

実施概要

区　　分 18年度

①実施
②検討部会の開催

②１回

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 木村直人

19年度

事務事業の再編・整理、廃止・統合（総合窓口（ワンストップサービス）
業務の実施）

　時代の変化に対応し、各種証明や届出手続の簡素化と窓口サービスの利便性の向上
を図るため、住民生活課の窓口を総合窓口とし、ワンストップサービスを実施する。
また、総合窓口の開設に合わせて、フロアマネージャーを配置した。

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合

９月 10月

当初計画の内容

①総合窓口業務の運営（総合窓口担当が配置されていることから、フロアマネー
ジャーの必要性がなくなったため、本年度から廃止した。）
②住民生活課等総合窓口に関係する各課による検討部会を開催し、現状における問題
点の洗い出しを行う。

３月４月 ５月 ６月 ７月

結果の内容

①総合窓口業務の運営（総合窓口担当が配置されていることから、フロアマネー
ジャーの必要性がなくなったため、本年度から廃止した。）
②住民生活課等総合窓口に関係する各課による検討部会を開催し、現状における問題
点の洗い出しを行った。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月

実績値及び積
算根拠

整理番号 取 組 事 項 所 管 課（係）

①

②

①

②
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整理番号 取 組 事 項 所　管　課（係）

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合 企画財政課行政改革推進係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

検討部会においても特に問題もなく、計画どおり進捗しているといえる。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

住民サービスの面から有効であり、特に苦情はない。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

今後の課題等

検討部会でより良いサービスのための議論をする必要がある。最前線で対応している
職員の感想を取り入れる必要がある。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □

意
　
見

・住民に対しての「顔」となる窓口なので、今後の課題にあるとおり、検討部会に
おいてよりよいサービスを検討し、実施していただきたい。
・現段階では住民からの苦情はないようだが、住民の利便性のためのサービスであ
るため、住民側の意見が聴取できる機会があればよいのではないか。住民モニター
から意見を聞く等住民の視線で引き続き事業の見直しを行なっていく必要がある。
・住民による手続きの簡素化が図られた。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低
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実績値及び積
算根拠

整理番号 取 組 事 項 所 管 課（係）

結果の内容

①　農業祭・消費生活展は、同時開催(12月2日開催)
②　次年度以降、秋に民間イベントも含めた「産業祭」を開催できるよう調整中。
③　湧水まつりのマンネリ化防止、内容の簡素化も含めた検討会設置。(本年3月まで
に４回の会議を実施)主体を商工会に移して行く方向に持って行く。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月 ９月 10月

当初計画の内容

①　課内イベント担当・団体役員とのヒアリングを行う。
②　次年度以降のイベントの調整を図る。

３月４月 ５月 ６月 ７月

民間団体とのイベン
ト統合

収穫祭・ふれあい広
場等

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 秋山治美

19年度

事務事業の再編・整理、廃止・統合（各種イベント事業の見直し）

　各種イベント事業の検証を行い、民間活力の導入、業務の効率化等を図るため、各
種イベントのあり方について見直しを行う。

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

地域振興課まちづくり係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等

ふれあい広場、農業
祭、善行・技能功労
表彰

湧水祭り・国際交流イベ
ント・農業祭・技能功労
表彰・イルミネーショ
ン・消費生活展・湧水
ウォーキング等

善行表彰・他課ウォーキ
ング関連・夏休み子ども
関連・リサイクル展・み
どりまつり・ホタル鑑賞
会等

取組計画

11月3イベントの統合地域振興課内のイベ
ント調整

他課イベントとの統
合調整

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

①

②

①

③
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意
　
見

・町全体として、イベントの方向性を打ち出すという意見に賛成である。単に統廃
合や経済的・人的削減のみにこだわってしまうと、町が目指すイベントの効果が見
失われてしまうように思える。
・各種イベントについては、費用対効果の見直しと事務の効率性の見直しが必要で
ある。問題点は色々あるが推進すべき事項である。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

イベント内容の縮小を図らなければコストの削減には結びつかない。しかしながら
イベントの縮小はそれに関係する団体からの反発が予想される。

今後の課題等

町全体として、イベントに対する方向性を打ち出して、町民に理解いただく必要があ
ると思われる。理解がないと、ただ単に職員が労を惜しんでいると誤解される可能性
がある。
会場で使用する備品や駐車台数等に限りがあるため、統合する際の調整が必要。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

湧水まつりのあり方について運営検討委員会で検討しているが（昨年から4回開
催）意見がまとまらず苦慮している。しかしながら、まつりの運営そのものを商工
会に徐々に引き渡して行く方向にある。

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中

大きく遅れている

理
由

国際交流フリーマーケットを秋のみどり祭りに統合同時開催することとした。
農業祭と消費生活展を同時開催する。
湧水まつりについては運営検討部会において協議中である。
スターライトタウンin Shimizuについては統合を検討中である。

成果に対する評価

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合 地域振興課まちづくり係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □

整理番号 取 組 事 項 所　管　課（係）
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③
④

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

20年度 21年度

目標数値等

取組計画

【中保】清水幼稚園
と中央保育所を一体
化した「認定こども
園」の調査研究

【中保】清水幼稚園
と中央保育所を一体
化した「認定こども
園」の調査研究、方
針決定、委員会設立

【中保】民営化に伴
う事業者・事業用地
等の選定、保護者説
明会の開催施設整備
計画の策定、県との
協議

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

こども育成課児童育成係

実施概要

区　　分 18年度

【中保】民設民営に
よる施設整備

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 浅賀正幸

19年度

事務事業の再編・整理、廃止・統合（保育所管理運営事業の見直し（保育
所の民営化））

　保育所の管理運営のあり方について、調査・研究し、民間活力の導入、サービスの
向上、業務の効率化等を図るため、民営化を検討する。

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合

９月 10月

当初計画の内容

①中央保育所及び清水幼稚園の現況（老朽度・児童数等）の確認
②認定こども園を創設した場合の長所・短所及び問題点の洗い出し ③問題点について
県に照会　④町基本方針策定　⑤外部検討委員会設立

３月４月 ５月 ６月 ７月

結果の内容

①　中央保育所及び清水幼稚園の現況（老朽度・児童数等）を確認した。
②  認定こども園を創設した場合の長所・短所及び問題点の洗い出しをした。
③　清水町行政改革推進委員会に諮問・答申
④　町基本方針策定

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月

実績値及び積
算根拠

平成20年2月15日　清水町行政改革推進委員会答申

整理番号 取 組 事 項 所 管 課（係）

① ②
③

④
⑤
⑤

①

②
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整理番号 取 組 事 項 所　管　課（係）

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合 こども育成課児童育成係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

本年度は、外部検討委員会の設立を計画していたが、清水町行政改革推進委員会に
諮問をして平成20年２月15日に答申があった。その答申結果を受けて、外部検討委
員会を設置する計画であったため、若干計画が遅れた。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

清水町行政改革推進委員会の答申は、民設民営の認定こども園について、費用対効
果に合致する有効な手段であった。客観的な意見・助言として受け止め、町の方針
として、今後、検討していく。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

既設の委員会を活用して、検討したものである。

今後の課題等

清水幼稚園と中央保育所の建て替えに当たり、認定こども園を調査研究するが、県内
では事例がないことに加え、全国的にも公から民に移行した事例が見当たらず、当町
で想定している民営化による認定こども園の事業効果が検証されていないため、今
後、検討する際、支障をきたす恐れがある。

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □

意
　
見

・特になし
・問題点の洗い出しや委員会の答申など段階を踏んで実施できている。今後につい
ては、事業効果の再検証や計画の再検討が必要。
・保育所の民営化、認定こども園等の推進により人件費削減や経費等の節減と効果
は大きい。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低
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③
④

実績値及び積
算根拠

平成20年2月15日　清水町行政改革推進委員会答申

結果の内容

①　中央保育所及び清水幼稚園の現況（老朽度・児童数等）を確認した。
②  認定こども園を創設した場合の長所・短所及び問題点の洗い出しをした。
③　清水町行政改革推進委員会に諮問・答申
④　町基本方針策定

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月 ９月 10月

当初計画の内容

①中央保育所及び清水幼稚園の現況（老朽度・児童数等）の確認
②認定こども園を創設した場合の長所・短所及び問題点の洗い出し ③問題点について
県に照会　④町基本方針策定　⑤外部検討委員会設立

３月４月 ５月 ６月 ７月

民設民営による施設
整備

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 浅賀正幸

19年度

事務事業の再編・整理、廃止・統合（幼稚園管理運営事業のあり方につい
て）
　少子化が進み、未就学児が減少することに伴い、民間活力の導入、サービスの向上
等について調査・研究し、業務の効率化を図るため、幼稚園の管理運営のあり方につ
いて検討する。

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

こども育成課児童育成係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等

取組計画

・行革分科会による
民営化の調査検討
・清水幼稚園と中央
保育所を一体化した
「認定こども園」の
調査研究

清水幼稚園と中央保
育所を一体化した
「認定こども園」の
調査研究、方針決
定、委員会設立

民営化に伴う事業
者・事業用地等の選
定、保護者説明会の
開催施設整備計画の
策定、県との協議

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月
① ②

③
④

⑤
⑤

①

②
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意
　
見

・民設民営の認定こども園は、効率性や経済性に対する評価は高いが、保護者から
は不安の声が出ると想定される。事業計画を早期に作成し、十分な説明期間を確保
する必要がある。また、今回の取り組みは清水幼稚園、中央保育所を対象としてい
るが、今後他の幼稚園保育所についても検討する必要があるのではないか。
・民設民営の認定子ども園を推進することにより、人件費、経費等の節減と効果は
大きい。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■

理
由

既設の委員会を活用して、検討したものである。

今後の課題等

清水幼稚園と中央保育所の建て替えに当たり、認定こども園を調査研究するが、県内
では事例がないことに加え、全国的にも公から民に移行した事例が見当たらず、当町
で想定している民営化による認定こども園の事業効果が検証されていないため、今
後、検討する際、支障をきたす恐れがある。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

清水町行政改革推進委員会の答申は、民設民営の認定こども園について、費用対効
果に合致する有効な手段であった。客観的な意見・助言として受け止め、町の方針
として、今後、検討していく。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

本年度は、外部検討委員会の設立を計画していたが、清水町行政改革推進委員会に
諮問をして平成20年２月15日に答申があった。その答申結果を受けて、外部検討委
員会を設置する計画であったため、若干計画が遅れた。

成果に対する評価

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合 こども育成課児童育成係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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実績値及び積
算根拠

整理番号 取 組 事 項 所 管 課（係）

結果の内容

①駿豆地区広域市町村圏協議会における窓口サービスに関する協議の中で、「戸籍謄
抄本」広域交付の調査・研究を行った。
②地方税一元化は、平成20年度から県徴収機構が運行開始、賦課についての実施につ
いて検討を継続する。
③広報の相互掲載については、毎月実施した。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月 ９月 10月

当初計画の内容

①駿豆地区広域市町村圏協議会での「戸籍謄抄本」広域交付の調査・研究（住民票、
印鑑証明は実施済み）
②地方税一元化構想の検討
③広報の相互掲載

３月４月 ５月 ６月 ７月

・新規共同事業の調
査検討
・共同事業の実施

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 二藤　新

19年度

広域行政の推進

　近隣市町との更なる連携を深めるため、駿豆地区広域市町村圏協議会等において、
新規共同事業等を調査・検討し、広域行政を推進する。

2-1-07-② 事務事業の再編・整理、廃止・統合

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

企画財政課企画調整係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等

取組計画

・新規共同事業の調
査検討
・共同事業の実施

・新規共同事業の調
査検討
・共同事業の実施

・新規共同事業の調
査検討
・共同事業の実施

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

①

②

③

①

②

③
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意
　
見

・広域行政を推進するために新規共同事業の範囲をさらに拡大するよう調査・研究
が必要と思われる。
・広域交付を拡大することにより、住民サービスが向上され、広域行政が推進され
る。

小又はなし

■

■ 高 □ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

徴収機構の運行開始に伴い、地方税の納付率の向上、税の公平性の確保が見込め
る。

今後の課題等

駿豆地区広域市町村圏協議会で「戸籍謄抄本」広域交付について平成21年度中の実施
に向けて調整を進めていく。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

徴収機構の運行開始に伴い、地方税の自主納付促進等が期待できる。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

計画どおり進んでいる。

成果に対する評価

2-1-07-② 事務事業の再編・整理、廃止・統合 企画財政課企画調整係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取 組 事 項 所　管　課（係）

52



８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

20年度 21年度

目標数値等

取組計画

マニュアルの様式を
示し、各係で作成・
保存をさせる。

マニュアルの様式を
示し、各係で作成・
保存をさせる。

見直し・活用

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課庶務係

実施概要

区　　分 18年度

見直し・活用

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 大嶽知之

19年度

事務処理マニュアルの作成、活用

　事務の標準化、新人の早期戦力化、職員一人ひとりの能力向上等のため、各課業務
の事務処理マニュアルの作成をする。

2-1-08-① 業務効率（生産性）の向上

９月 10月

当初計画の内容

①マニュアル様式作成
②各係マニュアル作成
③活用・見直し

３月４月 ５月 ６月 ７月

結果の内容

①マニュアル様式の作成は進んでいない。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月

実績値及び積
算根拠

①
②

③

①
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-1-08-① 業務効率（生産性）の向上 総務課庶務係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

理
由

資料収集中であり、作業が進んでいない。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

今後の課題等

マニュアル様式の作成を早急に行う。

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） □ 中 ■

意
　
見

・事務処理マニュアルを作成することにより、担当者不在時の事務処理や住民等の
問い合わせへのスムーズな対応が可能になると想定されるので、早期対応が必要と
思われる。
・マニュアル様式の作成を早急に行うようにしてください。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低
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実績値及び積
算根拠

整理番号 取 組 事 項 所 管 課（係）

① プロジェクト専門部会にて、イベントの見直し案の本部会への提案、H18実施計画
進捗結果に対する二次評価、ワーキンググループ提案の審議を実施した。
　特別検討部会より提案を受けた、滞納者の特別措置について、本部会で承認し、H20
からの施行に向け準備中。
　本部会にて、答申を受けての審議、プロジャクト及びワーキングからの提案の採
択、答申及び提案の実施に向けた調整。
② 若手職員によるワーキンググループにより、事務事業の見直し等についての検討し
た4提案を本部会に提出。11月からは後期のワーキンググループを選任し、新たな課題
について検証中。

11月 12月 １月 ２月８月 ９月 10月 ３月５月 ６月 ７月

結果の内容

実施概要

10月 11月 ３月

①行革分科会による
検討
②若手職員ＷＧによ
る検討
③総合窓口の検討

取組計画

12月

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 木村直人

19年度

業務改善運動の実施

　現行の職員提案制度の更なる活用を図るとともに、職員一人ひとりが　身近なとこ
ろから改革を実践する「業務改善運動」を推進し、職員が日常的に自ら考え行動する
組織を醸成する。

2-1-08-②

21年度

業務効率（生産性）の向上

整理番号 所　管　課（係）

企画財政課行政改革推進係

取　組　事　項

９月

①行革分科会による
検討
②若手職員ＷＧによ
る検討

①行革分科会による
検討
②若手職員ＷＧによ
る検討

①３グループ
②１グループ

①行革分科会による
検討
②若手職員ＷＧによ
る検討

１月

当初計画

２月

区　　分 18年度 20年度

目標数値等
①５グループ
②１グループ
③１グループ

①３グループ
②１グループ

①３グループ
②１グループ

結果
年間の実施ス
ケジュール

当初計画の内容

① 行革本部員及びプロジェクト専門部会員による検討を行う。
② 若手職員によるワーキンググループにより、事務事業の見直し等について検討を行
う。（７月、12月改選する。）

４月 ５月 ６月 ７月

４月

８月
①

②②②

①

② ②
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意
　
見

・若手職員グループによる検討は成果を出していると思われるが、グループに選ば
れた一部の職員での対応となっている。グループの数や人数を検討し、多くの職員
が関わるようにする必要があると思う。
・　若手職員のワーキンググループで、業務改善について検討させることで、若手
職員の意識の高揚につながる。
　ワーキンググループで、行政改革の内容についても検討させてはどうか。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■

理
由

メール便の活用、紙の両面印刷等の経費削減改善が実施されている。

今後の課題等

プロジェクト専門部会へのテーマの選定。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

それぞれの改善提案が本部会にて採択され、実施されている。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

後期ワーキンググループも選任され、調査研究を行っているので、計画どおりに進
捗している。

成果に対する評価

2-1-08-② 業務効率（生産性）の向上 企画財政課行政改革推進係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取 組 事 項 所　管　課（係）
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実績値及び積
算根拠

　引継ぎ文書保存箱数　２４２箱　　永久保存文書　　555箱から363箱に192箱削減

結果の内容

①新規保存文書受入及びファイル基準表の作成
②永久保存文書の見直し
　永久文書として保存箱に保存されている文書の中身に不用文書、保存年限が経過し
廃棄できる文書がないか確認し、新たな保存箱へ詰め替えた。なお、精査後の永久文
書は、ファイル基準表を作成した。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月 ９月 10月

当初計画の内容

①新規保存文書受入及びファイル基準表の作成
②永久保存文書の見直し

３月４月 ５月 ６月 ７月

①永久保存文書等の
整理を行う。
②ファイル基準表の
更新を行う。

①年１回

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 岩崎朋芳

19年度

ファイリングシステム（文書管理）の推進

　より適正な文書管理を推進するため、書庫内永久保存文書の精査を行うとともに、
ファイル基準表をデータ管理し、歴史的文書の管理基準等の検討を行う。

2-1-08-③ 業務効率（生産性）の向上

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課庶務係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等
①年１回 ①年１回 ①年１回

取組計画

①永久保存文書等の
整理を行う。
②ファイル基準表の
更新を行う。

①永久保存文書等の
整理を行う。
②ファイル基準表の
更新を行う。

①永久保存文書等の
整理を行う。
②ファイル基準表の
更新を行う。
③文書管理ｼｽﾃﾑの検
討

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月
①

②

①

②
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意
　
見

・保存場所が限られているので、今後、保存方式（電子データー化）等の検討をす
る必要があると思われる。
・文書保存箱削減したことは、大変評価すべきことである。
・　文書の管理基準等の検討するときに、電子データでの保存も検討してはどう
か。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

保存箱の並べ替えを行い、文書検索の効率化を図ることができた。

今後の課題等

キャビネット内のフォルダーに保存してある文書の精査を行い、今後増大する事務文
書に対する保存スペースの確保を図る必要がある。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

文書箱数を大幅に削減し、飽和状態であった書庫内の空きスペースの確保ができ
た。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

永久保存文書の精査を行い、保存不要の書類の廃棄及び余裕のある箱の詰め替えを
行った。

成果に対する評価

2-1-08-③ 業務効率（生産性）の向上 総務課庶務係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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① 備品台帳管理システムの運用
② パソコンの入替えに伴い、9月以降の備品データ確認作業に遅れが生じた。

実績値及び積
算根拠

結果の内容

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月 ９月 10月

当初計画の内容

① 9月、各課に備品の入力済みデータを確認してもらう。
② 3月、各課に備品の入力済みデータを確認してもらう。

３月４月 ５月 ６月 ７月

台帳の公開、運用

同左

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 栗原　努

19年度

備品台帳管理システムの活用

　すべての備品について、パーソナルコンピュータによりデータ管理し、税法による
分類と償却率、耐用年数等のデータを取り入れ、新たな備品台帳システムとして活用
を図る。

2-1-08-④ 業務効率（生産性）の向上

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

出納室会計係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等

例規改正済、重要備
品以外のデータを
1,772件、寄贈71件
入力

新規備品登録及び廃
棄が正しいか半期に
1度各課に確認して
もらう。

同左

取組計画

重要備品以外のデー
タを各課で入力、例
規の改正

備品台帳の公開、運
用開始

台帳の公開、運用

８月 ９月 ２月

結果

５月 ６月 ７月 ３月

① ②

①
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意
　
見

・台帳をシステム化した後の運用方法を検討し、備品の有効利用を図る必要があ
ると思う。

・H19を持って完了。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■

今後の課題等

特になし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中

理
由

大きく遅れている

理
由

紙ベースでの備品台帳が不要となったため印刷製本の必要がなくなったほか、台
帳の保管スペ－スも不要になるなどメリットが大きい。
また、従前に比して備品検索が容易にできるようになり、事務効率は大幅に向上
した。

成果に対する評価

（コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

各課から提出された備品取得済み通知書や移管替調書、廃棄調書等の内容を端末
機に入力するだけなので数値目標等はないが、年度内に事務処理すべきものはす
べて処理を完了している。

□

2-1-08-④ 業務効率（生産性）の向上 出納室会計係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

プログラムを改善し、備品の保管換え移動日で出力できるようにした。
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８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

取組計画

庁舎（電気・水道）
使用料3％以内
公用車燃料代燃料費
3％以内

庁舎（電気・水道）
使用量過去5ヶ年平均
の3％以内
公用車燃料使用量を過
去5ヶ年平均以下

庁舎（電気・水道）
使用量過去5ヶ年平均
の3％以内
公用車燃料使用量を過
去5ヶ年平均以下

目標数値等

庁舎（電気・水道）
1,055千円／月
公用車燃料代
193千円／月

庁舎　電気52,337ｋｗ
／月　水道62.8㎥／月
燃料　レギュ688㍑／
月　軽油403㍑／月

庁舎　電気52,337ｋｗ
／月　水道62.8㎥／月
燃料　レギュ688㍑／
月　軽油403㍑／月

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課管財係

実施概要

区　　分 18年度

庁舎（電気・水道）
使用量過去5ヶ年平均
の3％以内
公用車燃料使用量を過
去5ヶ年平均以下

庁舎　電気52,337ｋｗ
／月　水道62.8㎥／月
燃料　レギュ688㍑／
月　軽油403㍑／月

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 吉田　剛

19年度

2-1-08-⑤ 業務効率（生産性）の向上

20年度 21年度

９月 10月

当初計画の内容

①庁舎：電気52,337ｋｗ／月、水道62.8㎥／月　前年比+3％以内に抑える。

②公用車：レギュ688㍑／月、軽油403㍑／月以内に抑える。

※2-1-07-①光熱水費の縮減と関連

３月４月 ５月 ６月 ７月

結果の内容

①庁舎　電気51,395ｋｗ／月（比較：△1.8％）　水道47.1㎥／月（△25.0㎥）

②公用車　レギュ579㍑／月（比較：△15.8％）　軽油144㍑／月（比較：△64.3％）

※2-1-07-①光熱水費の縮減と関連

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月

実績値及び積
算根拠

同上

省エネルギーへの取組
　地球温暖化対策をはじめ環境への配慮を行うため、引続きエコオフィス管理者を中
心とした節電対策等に努めるとともに、公用自転車の使用推進と車両更新時における
低公害車の導入を検討する。また、平成19年度より新たに公用バイクを２台導入した
ことから、今まで以上に公用車燃料代削減に努める。

①

②

①

②
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-1-08-⑤ 業務効率（生産性）の向上 総務課管財係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

当初の計画どおり削減することができた。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

当初の計画どおり削減することができた。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

単価の変動により一概に比較することは困難であるが、水道料及び軽油代について
は削減が図られた。

今後の課題等

さらなる経費の節減を図るため、職員意識の啓発、公用自転車の積極的活用を推進し
ていく。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■

□ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 □

意
　
見

・節電、節約は必要であるが、エコエネルギー利用についても調査・研究してはど
うか。
・庁舎内の節減だけでなく、町施設全体を含めてはどうか。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中
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当初計画

４月 ５月 ６月 ７月 12月 １月

20年度 21年度

目標数値等
１課減

取組計画
検討・実施 検証・検討 検討

所　管　課（係）

総務課人事係

３月

機構改革による課、係の統廃合
　新たな行政課題や多様化する町民ニーズに迅速かつ的確に対応し、簡素で効率的な
組織づくりを推進するため、出先機関を含めて、時代に即応した組織・機構の見直し
を行う。

８月 ９月 ２月

18年度

検討

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 長島　聡

19年度

2-2-09-① 行政組織・機構の見直し

整理番号 取　組　事　項

実施概要

区　　分

９月 10月

当初計画の内容

①平成18年11月から施行した行政組織の見直しについて、検証を行う。
②検証結果を踏まえ、今後のあり方を検討する。

３月４月 ５月 ６月 ７月

結果

結果の内容

①平成18年11月の組織改正について検証した結果、利用者本意の体制、窓口として、
概ね好評を得ている。
②平成19年10月に人事異動を実施したが組織変更の必要はなかった。現在、来年度予
定される公民館建替に伴う組織体制を検討中。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月

実績値及び積
算根拠

 ①

②

 ①

　②
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-2-09-① 行政組織・機構の見直し 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

利用者本位(ワンストップサービス）の組織として利用し易い窓口となっている。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

今後の課題等

時代の変化に対応できるよう、今後も組織について検証していく必要がある。

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □

意
　
見

・今後も組織について検討していくことは必要であるが、毎年進捗状況を報告する
必要があるのか考える必要があるのではないか。
・組織体制について、総務課だけで検討するのではなく、現場（各課職員）の意見
等も参考にしてはどうか。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低

64



実績値及び積
算根拠

12月 １月 ２月 ３月

年間の実施ス
ケジュール 結果

当初計画の内容

①近隣市町の事例等を参考に、スタッフ制の導入の可否について調査・研究する。

４月 ５月 ６月 ７月

４月 ５月

結果の内容

①近隣市町の事例等を参考に、スタッフ制の導入について研究した。

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

2-2-09-② 行政組織・機構の見直し

20年度

８月 ９月

取組計画

調査・研究 調査・研究 調査・研究

目標数値等

21年度18年度 19年度

組織のフラット化の推進と職務権限の明確化

　近隣市町の事例等を参考に、スタッフ制の導入の可否を研究するとともに、事務決
裁規程の見直しに伴い、職務権限の委譲を行い、実行責任を明確にする。

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 長島　聡

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分

10月 11月 ３月

調査・研究

12月 １月 ２月
①

①
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意
　
見

・ある程度の目標期間を決めて、組織のフラット制を導入するかどうか検討した方
が良いと思う。
・当町の規模では、積極的にすすめるべきか疑問であるので再検討すべきである。
・フラット制の検討について、総務課だけではなく、職員のワーキンググループ等
で検討させる方法を考えてみてはどうか。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 ■

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

今後の課題等

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

フラット制の導入団体において、必ずしも成功していない状況があり、導入しない
ことも含めて今後更なる検討が必要と考えている。

成果に対する評価

2-2-09-② 行政組織・機構の見直し 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

20年度 21年度

目標数値等

取組計画
調査・検討 検討・実施 検討・実施

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課庶務係

実施概要

区　　分 18年度

検討・実施

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 大嶽知之

19年度

附属機関等の整理統合

　効率的な行政運営を図るため、附属機関等の整理統合を検討する。

2-2-09-③ 行政組織・機構の見直し

９月 10月

当初計画の内容

①附属機関のみならず、各種委員会・協議会等の実態を把握し、効率的な行政運営を
図るため、統廃合の可否について検討する。（平成17年度837人 → 平成18年度857
人：対前年20人の増）

３月４月 ５月 ６月 ７月

結果の内容

①要綱等の調査を実施し、委員会等の統廃合の可能性を検討したが、地方分権による
事務量の増加や新規事業の開始に伴い、委員会等が増加する方向にあり、統廃合する
に至らなかった。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月

実績値及び積
算根拠

①

①
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-2-09-③ 行政組織・機構の見直し 総務課庶務係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

新規業務による新設委員会数が増加傾向にあり、委員会の減少に結びつかない。

成果に対する評価

■ 小又はなし

理
由

事業の統廃合の進捗状況と連動するため、単独での達成は困難である。

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

今後の課題等

事務事業、イベントの見直しに連動させ、委員会等の整理統合を図る必要がある。

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） □ 中 ■

意
　
見

・事務事業やイベントの見直し等と連動することではあるが、独自に対応出来るこ
とがないか検討する必要があると思う。
・附属機関の整理統廃合の調査状況はどのようになっているのか。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低
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実績値及び積
算根拠

12月 １月 ２月 ３月

年間の実施ス
ケジュール 結果

当初計画の内容

①素案策定
②各係においてマニュアル作成

４月 ５月 ６月 ７月

４月 ５月

結果の内容

①危機管理の対象範囲が広く、素案の完成に至らなかった。

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

2-2-10-① 危機管理体制の見直し

20年度

８月 ９月

取組計画

・天災に限らず業務
上での【危機】を盛
り込み指針の策定を
行う。

・各課においてマ
ニュアル作成

・実施

目標数値等

21年度18年度 19年度

「危機管理指針」の策定

　町が実施する危機管理の基本的事項について定め、危機が発生し又は発生するおそ
れがある場合における迅速な初動体制を確立する。

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 大嶽知之

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課庶務係・防災対策係

実施概要

区　　分

10月 11月 ３月

・実施

12月 １月 ２月
①

②

①
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意
　
見

・対象範囲が広く策定に時間を要するのであらば、ポイントを絞り込み策定可能な
ものから順次策定していく等の方法も検討してはどうか。
・重要な事業なので、早急に素案の策定が必要である。
・行政改革の事項ではないのではなく、実施計画等の事項ではないか。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 ■

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

今後の課題等

防災係とより一層の連携を取る必要がある。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

先進地の事例を参考に策定中であるが、対象となる範囲が広く、当町に見合ったも
のを策定するに時間を費やしているため

成果に対する評価

2-2-10-① 危機管理体制の見直し 総務課庶務係・防災対策係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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３月

結果の内容

県のマニュアルが示され次第、清水町版を策定することとする。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月 ３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

当初計画の内容

①国民保護協議会の開催
②町議会への報告
③町民への周知・啓発

計画の実施
避難ﾏﾆｭｱﾙの策定
訓練実施の検討

協議会の開催（2回）

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 山本　道雄

19年度

「国民保護計画」の策定

　｢武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律｣により、町民の保
護のための措置に関する施策を総合的に推進するため、町民の代表を含めた｢清水町国
民保護協議会｣を組織し、県の計画に基づき、町の｢国民保護計画｣を策定をした。
　また、町の｢国民保護計画｣、県の｢避難マニュアル｣基づき、町の｢避難マニュアル｣
の策定を行う。

2-2-10-② 危機管理体制の見直し

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課防災対策係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等
協議会の開催（2回）協議会の開催（2回）協議会の開催（2回）

取組計画
計画の策定（2月） 計画の実施

避難ﾏﾆｭｱﾙの策定
計画の実施
避難ﾏﾆｭｱﾙの策定
訓練実施の検討

実績値及び積
算根拠

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月

③

①
②
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意
　
見

・特になし
・権のマニュアルが策定しだい、早期の策定をしていただきたい。
・行政改革の事項ではないのではないかと考える。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 ■

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

今後の課題等

県のマニュアル策定次第のため、事態を静観するしかない。

理
由

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） □ 中 ■ 小又はなし

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

理
由

県より示されるはずの避難マニュアルの提示が当初の計画より遅れているため、県
マニュアルが示された時点で、早期に町マニュアル策定を行う。

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-2-10-② 危機管理体制の見直し 総務課防災対策係
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出資、出えんの見直し
　今後新たに出資する場合においては、事業の必要性、公共性、採算性等その意義及
び行政関与の必要性について、十分な検討を行い、安易な支援は行わないものとす
る。

結果の内容

①平成20年10月1日をもって「公営企業金融公庫」が廃止され、地方公共団体が共同し
て「地方公営企業等金融機構」が設立されることに伴い、すべての都道府県及び市町
村が標準財政規模、公庫からの借入残高に応じた積算により平成20年度予算にて出資
することが示される。（地方公益業等金融機構法第4条及び第8条第2項）
　検討した結果、清水町の出資金算定額1,500千円を平成20年度予算に計上する。

６月 ７月 ８月 ９月 ２月

８月 ３月

当初計画の内容

①新たに出資する必要が生じた場合には、十分な検討を行う。

４月 ５月

６月 ７月 １月 ２月

取組計画

区　　分 18年度 19年度

新たな出資、出えんを行わない。

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

企画財政課財政係

実施概要

2-2-11-① 第三セクターの見直し

目標数値等

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 前川仁志

10月 11月

現状：13団体　5,442千円

３月

20年度 21年度

当初計画

実績値及び積
算根拠

現状：13団体　5,442千円　⇒　平成20年度以降　１４団体　6,942千円

９月 10月 11月 12月

年間の実施ス
ケジュール 結果

４月 ５月

整理番号 取 組 事 項 所 管 課（係）

①

①
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整理番号 取 組 事 項 所　管　課（係）

2-2-11-① 第三セクターの見直し 企画財政課財政係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

平成19年度については、新たに出資等を行わなかったため、「遅れている」には区
分されない。
平成20年度について、「地方公営企業等金融機構法」（平成19年5月30日法律64
号）に基づき、新規の出資について調査検討した。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

平成19年度は新たに出資等を行わなかったため、取組目標は達成している。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

平成19年度は新たに出資等を行わなかったため、評価なし。

今後の課題等

新たに出資する必要が生じた場合には、十分な検討を行う。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □

意
　
見

・「新たな出資」という点から判断すれば、目標数値等は計画どおりであると思わ
れるが、成果に対する評価については該当がないため、「なし」として評価した。
・平成19年度は新たに出資を行わなかったため、評価は難しいが、平成20年度予定
されている出資については、明確な判断基準等によって十分検討されることが望ま
れる。
・出資、出えんがなければ評価できない。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低
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８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

20年度 21年度

目標数値等

取組計画
検討・実施(人勧によ
る給与改定)

検討・実施(人勧によ
る給与改定)

検討・実施(人勧によ
る給与改定)

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分 18年度

検討・実施(人勧によ
る給与改定)

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 長島　聡

19年度

給与の適正化

　人事院勧告による給与改定や構造改革に伴い、国に準拠した給与制度を導入してい
く。
　なお、この「給与の適正化」には、地方公営企業関係(下水道事業)の「給与の適正
化」を一般行政職部門と共通設定として含むものとする。

2-3-12-① 新たな人事給与制度の検討・構築

９月 10月

当初計画の内容

①平成18年度人事院勧告に基づく給与構造改革を実施した。
②管理職手当の定額化を行った。
（課長職 54,600円、参事職 33,200円、課長補佐職 31,700円、主幹職 22,500円）
③扶養手当について、３人目以降の子等に係る支給月額を千円引き上げ、６千円とし
た。
④地域手当の支給率を4％から5％に引き上げた。

３月４月 ５月 ６月 ７月

結果の内容

①②③④　平成19年の人事院勧告に基づき、給料表、勤勉手当、扶養手当の改定を
行った。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月

実績値及び積
算根拠

①平成18年度人事院勧告に基づく給与構造改革（管理職手当の定額化（引下げ）、扶
養手当、地域手当改定）を実施した。
③平成19年度人事院勧告に基づく給与改定（勤勉手当0.05月引上げ、扶養手当につい
て、子等に係る支給月額を500円引上げ、給料表改正）を実施した。
④地域手当の支給率を５％から６％に引き上げた（平成20年4月から施行）。

① ② ③ ④

①　②　③　④
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-3-12-① 新たな人事給与制度の検討・構築 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

管理職手当の定額化を実施、平成19年度人事院勧告の実施。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

今後の課題等

委員会
人事院勧告の完全実施。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □

意
　
見

・状況報告書による取り組みからは当初計画どおり進捗しており、成果も目標数値
等を達成していると見込まれる。ただし、人事院勧告について過去からの経緯が読
み取れないため、現状において給与の適正化が実施されているかは疑問である。
・人事院勧告の完全実施ということで目的は達成されたが、適正化という観点から
の検討が十分行われたか疑問がある。
・人勧どおりをどう評価したらいいのか？

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低
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10月 11月 ３月

広報誌公表
町ＨＰ公表

各年１回

12月 １月

各年１回

２月

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 井山　公仁

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分 21年度18年度 19年度

人事給与情報の公開

　人事給与情報の透明性の向上を図るため、広報誌やホームページにて人事給与情報
の公開を行う。

2-3-12-② 新たな人事給与制度の検討・構築

20年度

８月 ９月

取組計画
広報誌公表
町ＨＰ公表

広報誌公表
町ＨＰ公表

広報誌公表
町ＨＰ公表

目標数値等
各年１回 各年１回

結果の内容

①２月１日号の広報にて公表を実施した。

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

年間の実施ス
ケジュール 結果

当初計画の内容

①広報誌による公表を行う。
②国の様式を使用し、町ＨＰにて公表する。

４月 ５月 ６月 ７月

４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月

実績値及び積
算根拠

①②

①
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-3-12-② 新たな人事給与制度の検討・構築 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

広報誌での公表はできたが、国家公務員データの送付が遅れため、HPでの公表は４
月になった。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

国、県、類似団体、全国町村平均で比較ができ、給与・人事の適正化が分かる。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

今後の課題等

国・県からの情報提供が遅れた場合、国の様式を使用した公表ではデータがない状態
での公表になる。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □

意
　
見

・記載者による報告にあるように、計画に若干の遅れが見込まれたが、現在におい
ては、既に完了していることから、当初計画どおり実施できたものと解釈した。
・国・県からの情報提供が遅れた場合には、国のデータがない状態でも早い時期に
公開すべきであると思われる。
・人勧どおりをどう評価したらいいのか？

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低
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実績値及び積
算根拠

互助会の本補助要綱に基づく対象経費（Ｈ19予算）は150万円であり、当該要綱に基づ
き、10分の10かつ100万円の限度額を摘要した。

結果の内容

①平成19年度の補助内容を精査し、職員厚生事業に対象を限定した結果、100万円の補
助金支出となった。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月 ９月 10月

当初計画の内容

①職員互助会への補助事業の見直しを行い、地方公務員法に基づく職員厚生事業にの
み補助することとした。（250万円→100万円）

３月４月 ５月 ６月 ７月

実施・継続

年金者連盟補助廃止

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 長島　聡

19年度

適正な福利厚生事業の推進

　互助会への補助金支給額の減額等、適正な福利厚生事業を推進する。

2-3-12-③ 新たな人事給与制度の検討・構築

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等

年金者連盟補助廃止
職員互助会補助見直
し
(360万円→250万円)

年金者連盟補助廃止
職員互助会補助見直
し
(250万円→100万円)

年金者連盟補助廃止

取組計画

年金者連盟及び職員
互助会への補助金の
見直し

実施・継続 実施・継続

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

①

①
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意
　
見

・事業計画については、記載者評価のとおりであるが、今後の課題欄にあるとおり
他の自治体と比較し、個々の内容において慎重に検討すべきであり、職員の福利厚
生を減とするのみの事業の方向性は甚だ疑問である。
・目的の達成という観点からは評価できるが、近隣自治体や同規模自治体との均衡
を保つことも考慮すべきであると思われる。
・年金者連盟及び互助会の組織の弱体化に繋がっているとしたら問題のため、検証
すべき。
・町の事業として実施すべき。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

昨年度250万円→本年度100万円　150万円の減

今後の課題等

他の同規模自治体の補助額に比べ、著しく低額ではあるが、今後も社会常識を勘案
し、適正な執行に努めるものとする。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

計画通り実施している。近隣町においては年間500万円程度支出されている。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

補助要綱の改正及びこれに基づく執行がされている。

成果に対する評価

2-3-12-③ 新たな人事給与制度の検討・構築 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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11月 ３月

実施(定員適正化計画
の推進)

261人

12月 １月 ２月

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 長島　聡

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分

2-3-13-① 定員管理の適正化

20年度 21年度18年度 19年度

「定員適正化計画」の策定

　住民サービスの低下を招くことなく、国の指針である4.6％を上回る総定員の削減を
効率的に実施するため、「集中改革プラン」で示された退職者数及び採用者数の見込
みを明示し、平成22年4月1日における明確な数値目標を掲げる「定員適正化計画」を
策定し、公表する。
　なお、当町の「定員適正化計画」には、地方公営企業関係（下水道事業）の「定員
管理の適正化」を一般行政職部門と共通設定として含むものとする。

取組計画
実施(定員適正化計画
の推進)

実施(定員適正化計画
の推進)

実施(定員適正化計画
の推進)

目標数値等
269人 269人 265人

10月６月 ７月 ８月 ９月

結果の内容

①定員適正化計画の推進
②平成19年度職員採用試験の実施（受付：5/28～6/18　１次：7/29　２次：8/20）

年間の実施ス
ケジュール

実績値及び積
算根拠

平成20年度採用予定　一般事務 2人、保健師 2人、保育士 2人。

結果

当初計画の内容

①定員適正化計画の推進
②平成19年度職員採用試験の実施（受付：5月下旬～6月上旬　１次：7/29　２次：未
定）

４月 ５月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

①

②

①

②
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-3-13-① 定員管理の適正化 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

・平成18年度に10人が退職したこともあり、平成19年4月の目標269人に対し、260
人となっている。
・職員採用試験についても、第１次試験を7月29日第2次試験を8月20日に予定どお
り実施した。

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □ 小又はなし

理
由

特定検診という計画策定時に想定していない制度に対応できるよう保健師2名を確
保したにも関わらず、定員適正化計画を上回る減員ができた。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

保育士について、５人

今後の課題等

特定健診への対応として、平成20年度のには2人の保健師を予定外に採用することとなった。また20年度
には、社会教育専門員の派遣制度が改まり、給与を全額町負担とすることとなったことに伴い、定員数に
加えることとなったため、他の部署においては更なる定員削減をせまられている。また、保育所、幼稚園
については、将来像が確定していないため、採用を極力控えているが、出来る限り早く将来像を確定し、
適正な職員構成の基に採用計画（定員管理）を行う必要がある。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □

意
　
見

・事業計画については、記載者評価のとおりであるが、今後の課題欄にあるとおり
他の自治体と比較し、個々の内容において慎重に検討すべきであり、職員数の削減
がすべてであるような事業の方向性は甚だ疑問である。
・住民サービスの低下を招かない具体的な対策を講じる必要性があると思われる。
・民間の非正社員化（公共部門の非常勤職員化）が社会にどのようなインパクトを
与えたのか。検証が必要。
公務員制度でこの問題にどう対応するのか。答えがない今定員は削減できず現状維
持又は増が妥当。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低
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８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

20年度 21年度

目標数値等

取組計画
計画の策定 計画の策定 計画の見直し

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課情報化推進係

実施概要

区　　分 18年度

計画の見直し

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 小野　　眞

19年度

「地域情報化推進計画」の策定

　高度情報化の進展に伴い、社会情勢や地域のＩＴニーズに的確かつ積極的に対応
し、行政サービスの向上を図るため、地域情報化の方向性を明らかにする「地域情報
化推進計画」を策定する。

2-4-14-① 電子自治体の推進

９月 10月

当初計画の内容

①他市町の計画について情報収集を行う。
②計画案を作成し、情報化委員会・部会を開催する。（２回）
③委員会・部会の意見を踏まえ、計画案を修正する。
④計画を策定する。

３月４月 ５月 ６月 ７月

結果の内容

①他の自治体の計画について情報収集している。
②素案作成中

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月

実績値及び積
算根拠

４団体

①
②

③

④

①
②
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-4-14-① 電子自治体の推進 総務課情報化推進係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

理
由

業務分野別の方向性のとりまとめが難航している。

成果に対する評価

■ 小又はなし

理
由

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

今後の課題等

素案の作成を急ぐ。

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） □ 中 ■

意
　
見

・特になし
・計画の方向性を明確にし、早急に準備されうよう望まれる。
・計画内容がわかりにくい。具体的な施策が見えない。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低
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実績値及び積
算根拠

９施設（公民館は建替の計画があるため今回は除外）
図書館・消防本部（署）・保健センター・体育館=5Mbps、各学校=1Mbps

結果の内容

①回線引込み現場調査（回線利用仮申込）
②回線引込
③回線開通/ネットワーク機器更新

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月 ９月 10月

当初計画の内容

①回線利用申込
②ネットワーク機器更新

３月４月 ５月 ６月 ７月

図書館蔵書検索

図書館及び町民ホー
ル

平成19年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

記載者氏名 小野　眞

19年度

地域公共ネットワークの整備

　電子自治体を推進するとともに、地域の行政、教育、福祉、防災等の高度化を図る
ため、役場、学校、公民館等を高速で接続する地域公共ネットワークの整備に取り組
む。

2-4-14-② 電子自治体の推進

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課情報化推進係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等

９施設（体育館、図
書館、消防署、保健
センター、小学校３
校、中学校２校）

小学校・中学校

取組計画
調査研究 公共施設間を光ケー

ブルで接続
オンライン授業

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月
①

②

①
②

③
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意
　
見

・本事業については、通信品質の向上による効率性とコストから見る経済性が把握
しずらいため、効率性・経済性に対する評価を中とした。
・今後も計画どおりの進捗が望まれる。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■

理
由

今回、イントラ端末も同時期に更新しており、事務処理において、有線化（図書
館、消防本部（署）、保健センター、体育館）による通信品質の向上との相乗効果
が表れている。

今後の課題等

公民館については、建替えに合わせて光ケーブルに切り換える。
インフラ整備が完了したので、高度利用を図るための検討に着手する必要がある。
庁舎内の幹線の高速化が懸案である。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

当初の計画目標を達成

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

成果に対する評価

2-4-14-② 電子自治体の推進 総務課情報化推進係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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意
　
見

・社会教育課等の講座について、当該事業の効率性は高いと思われ、かつ、イン
ターネットの普及により、高齢者の利用率が高まっている中で、事業の周知を強化
すべきであると思われる。
・他の自治体の事例などを積極的かつ具体的に紹介し、社会教育課の講座のみなら
ず、もっと多くの部署での利用普及が望まれる。
・かんたん申請・申込の対象手続は、全国的な展開がなければ難しいと思う。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

電話やはがきによる申込に比べ、データの管理が簡便であり、特に講座において
は、性別、年齢をキーとした受講傾向の分析が可能であり、講座運営の基礎資料と
なるものである。

今後の課題等

生涯学習の講座について継続を図る。
他自治体の事例などを積極的に紹介し、実績に結びつけることとしたい。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

都市計画課の公園利用申込（団体対象）は、認知度が高い。
社会教育課での取り組みは、他への波及の契機と捉えている。

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中

大きく遅れている

理
由

社会教育課のほか、講座を主催するすべての部署での利用に至っていない。また、
これ以外の課にあっても検討にすら至っていないのではないか。

成果に対する評価

2-4-14-③ 電子自治体の推進 総務課情報化推進係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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